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■ 国の補助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理施設
整備費補助

ごみ処理施設（ごみ焼却施設、ごみ高速堆肥化施設、
ごみ飼料化施設、廃棄物再生利用施設等）の設置及び増
設に対する国庫補助

地方自治体及び
一部事務組合

三重県環境森林部
資源循環室

脱温暖化地域
構造改革事業費補助

地球温暖化に関する国内対策を一層推進し、脱温暖化
地域循環型社会への構造改革を推進するため、地域の特
性に即したバイオマス等の自然エネルギーを利用した新
エネルギー供給・利用システムの導入を積極的に行おう
とする地方公共団体に対して、その事業費の一部を補助

地方公共団体
三重県環境森林部
地球温暖化対策室

新エネルギー事業者
支援対策事業

新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法に基づ
き認定を受けた利用計画に従って新エネルギーを導入す
る先進的な事業者に対する補助

民間企業等
中部経済産業局
新エネルギー・産業
技術総合開発機構

地域新エネルギー
導入促進事業

地域において風力・太陽光・太陽熱・廃棄物発電等の
新エネルギーの大規模・集中導入等、先進的な取り組み
を行う地方公共団体等にたいする補助

地方公共団体
中部経済産業局
新エネルギー・産業
技術総合開発機構

新エネルギー
非営利活動促進事業

地域の草の根レベルでの効果的な新エネルギー導入の
加速かを図るため、営利を目的としない民間団体等が新
エネルギー設備導入・普及啓発活動事業を行う

NPO、NGO等
中部経済産業局
新エネルギー・産業
技術総合開発機構

経営構造対策事業
効率的・安定的な経営体の確保・育成を図るため、基
礎的条件となる土づくりのための高品質堆肥製造施設、
省エネルギーモデル温室、未利用資源活用施設等の整備
を地域の実状に応じて実施する

市町村、農協等
農林水産省 経営局
構造改善課

新山村振興等農林業
特別対策事業

山村等中山間地域における高付加価値・高収益型農業
等の確立を図るための地域資源循環活用施設、省エネル
ギーモデル温室等の整備を地域の実状に応じて実施する

都道府県、市町
村、農協、森林
組合、漁協等

農林水産省 農村振
興局地域振興課

地域資源循環管理
(農業振興
総合整備事業)

農村地域の適正な資源管理を推進するため、農産廃棄
物、家畜糞尿、集落排水汚泥等を対象としたコンポスト
化施設、ごみ燃料化施設（ 炭化施設等） 等の整備を行う

都道府県、市町
村等

農林水産省 農村振
興局農村整備課

資源リサイクル
畜産環境整備事業
(畜産環境
総合整備事業)

畜産を核とした資源リサイクルシステムを構築するた
め、地域に賦存する有機性資源のたい肥化、飼料化、エ
ネルギー利用等を行う地域資源循環利用施設（ メタン発
酵処理施設等エネルギー等副産物利用処理施設を含む）
の整備を実施する

都道府県、市町
村、事業指定法
人、農協等

農林水産省 生産局
畜産振興課

食品循環資源
再生利用等
促進法定着推進調査

再生利用、減量の手法について、普及状況、技術の確
立状況、リサイクル製品の需要見込み等の実態を把握す
るとともに、食品リサイクル法に基づく新たな手法とし
ての追加について検討する

民間団体
農林水産省 総合食
料局食品産業企画課

食品循環資源
再生利用等
促進法普及推進調査

食品関連事業者、廃棄物処理業者、地方公共団体、農
業者及び消費者等を対象に、食品リサイクル法の趣旨の
普及・啓発を図るため、セミナーの開催、リーフレット
等の作成を実施する

民間団体
農林水産省 総合食
料局食品産業企画課

バイオマス利活用
高度化実証事業

技術研究分野や関係省との連携の下、バイオマス由来
燃料の実用化に向けて、原料となる農作物の低コスト生
産、ほ場残さ等未利用バイオマスの効率的な収集・運
搬、エタノールへの変換等についてモデル地域で実証す
る

調査実施主体：
都道府県、市町
村、第三セク
ター

農林水産省 農村振
興局農村整備課

バイオマスフ利活用
フロンティア推進事業

バイオマス利活用計画の策定、実用化に関する調査・実
証、利活用システムの構築等の取組を支援するととも
に、「モデル事業」としてバイオマスプラスチックの導
入実証試験等を実施しバイオマスの有効利用を図る

都道府県、市町
村、農林漁業者
の組織する団
体、第三セク
ター、消費者生
活協同組合、事
業協同組合、
NPO法人

農林水産省 農村振
興局農村政策課

バイオマス利活用
フロンティア整備事業

畜産環境保全、食品廃棄物の利活用促進、土づくりの
促進を図りつつ、農村地域に豊富に賦存する多様なバイ
オマスをエネルギーや製品として効率よく利活用を促進
することにより、農村地域の地域資源の循環・利活用、
畜産部門と耕種部門の連携による生産振興など、環境と
共生した農業・農村の振興を図るために必要なバイオマ
ス利活用施設の整備を実施する

都道府県、市町
村、農協、営農
集団、民間企
業、PFI事業者、
第三セクター等

農林水産省 生産局
畜産振興課

注1）平成16年度 バイオマス関連予算概算決定の概要（平成16年1月 バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議）等より編集

注2）上記の補助事業は申請対象であり、全ての団体、事業が認定されるものではありません。

問い合わせ先概 要補助事業名

経
済
産
業
省

農
林
水
産
省

対象者

環
境
省
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■ 融資制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域エネルギー開発
利用事業

地熱利用事業、廃熱利用事業、温度差熱/雪氷熱利
用事業、廃棄物/バイオマス利用事業に対する融資

地方公共団体、
第三セクター、
民間事業者等

地域エネルギー開発
利用発電事業

風力発電事業、太陽光発電事業、地熱発電事業、
廃熱利用発電事業、廃棄物/バイオマス利用発電事業
に対する融資

地方公共団体、
第三セクター、
民間事業者等

未利用資源活用施設
に対する融資
(農業近代化資金)

太陽熱、地熱、風力、廃棄物等未利用資源を農業
用のエネルギーとして活用する施設を貸付対象とす
る

認定農業者等の
担い手、農協等

農林水産省 経
営局金融調整課

未利用資源活用施設
に対する融資
(農林漁業金融公庫)

農林漁業金融公庫による低利融資で、農業排水処
理施設、堆肥化施設、風力、地熱、太陽熱、廃棄物
小伽右熱等を利用した施設等の特定の施設を貸付対
象とする農林漁業施設資金（環境保全型農業推進）
農業経営基盤強化資金の低利融資を行う

農業者、農協等
農林水産省 生
産局農産振興課

地球環境対策
公害防止

新エネルギー・自然エネルギー開発（バイオマス
エネルギー施設整備事業）、公害防止事業等、地球
環境の保全、公害防止事業に対する融資

循環型社会形成推進

リデュース・リユース・リサイクル事業（リサイ
クル事業（熱回収事業、建設残土対策を含む）
使用済製品等を回収し、原材料として利用する事
業に必要な施設整備）
適正な廃棄物処理を行うための施設整備

国民生活
金融公庫

特別貸付
環境対策貸付
公害防止資金

ダイオキシン等の公害防止施設を整備するもの、
廃棄物、使用済み物品等の利用等を行うもの、公害
防止施設の取得に必要な設備資金及び運転資金を融
資
＜対象事業＞
産業廃棄物の処理関連設備
［焼却・脱水・圧縮・中和・破砕装置、分別・収
集・運搬・貯留施設、最終処分施設］
廃棄物の排出抑制施設、廃棄物・使用済み物品等の
再利用関連施設など

中小企業、個人

国民生活金融公
庫 津支店、四
日市支店、伊勢
支店

石油代替エネルギー
資金

石油代替エネルギー設備を導入する中小企業に対
する融資
＜対象事業＞
燃料製造設備（廃棄物に限る）

産業公害防止資金
(水質、大気、騒音、
廃棄物処理・抑制・
利用、特定フロン、
ダイオキシン関係)

 特定の産業公害防止施設等を整備するための資金を
融資

特殊法人
環境事業団

産業廃棄物処理施設等の整備
事業者、公共団
体

特殊法人
環境事業団

注1）上記に示す融資制度は、申請対象であり、全ての団体、事業が認定されるものではありません。

日本政策銀行

概 要制度名等 問い合わせ先対象者

中小企業
金融公庫

日本政策投資銀
行 環境エネル
ギー部

機 関

農林水産省

株式会社等

中小企業 中小公庫津支店

(財)新エネルギー
財団 導入促進
本部業務部

経済産業省
(新エネルギー
財団)
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■ その他助成制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊法人
環境事業団

地球環境基金

[1]地球温暖化防止に資する活動
[2]自然環境の保全、自然との共生に資する活動
[3]循環型社会の形成活動に資する活動
[4]地域におけるパートナーシップ（協働）に基づく環境保全活
動
[5]環境教育等の推進活動
[6]国際的な環境保全保全活動
また、環境ＮＧＯ及び地域住民の自立発展性、団体における組
織体制、活動実績（活動実施の着実性）、自主性（資金準備の有
無等）も配慮されます

「民間の発意に基づき活動を行
う営利を目的としない法人その
他の団体」（財団法人や社団法
人、特定非営利活動法人、所定
の要件を満たす任意団体）の地
球環境保全に資する国内外での
活動

環境事業団
地球環境基金部
助成課

セブンイレブン
みどりの基金

活動助成
育成助成
事業助成

１ 自然環境保全
２ 地域環境美化
３ 体験型環境学習
４ 生態系保護
５ 環境をテーマにしたまちづくり地域づくり

環境NPO法人、もしくは環境
市民ボランティア団体

セブン－イレブ
ンみどりの基金
環境市民ボラン
ティア活動助成
事務局

財団法人日本環
境協会

藤本倫子環境
保全活動助成
基金

一般市民の参加、協力が原則
・実践活動（観察会、エコクッキング教室、リサイクル、植栽・
環境修復等）
・普及啓発活動（発表会、パンフレットの作成、広報誌の作成、
教育教材の作成等）
・調査活動（野生生物の調査、水質等の調査・分析、環境情報の
収集・提供等）

・日本国内において、環境教育
や地域の環境保全活動を継続的
に行っている営利を目的としな
い団体であり、主として一般市
民により構成されていること。
・日本国内の団体又は個人から
の推薦があること。（推薦者
は、団体にあっては公共機関、
環境関係団体等の役職者、個人
にあっては環境問題に造詣が深
い学識者又は関連分野の専門家
等）

日本環境協会

街なか再生全国
支援センター

街なか再生
NPO助成金

下記の項目で、街なか再生に寄与すると考えられる事業が対象
・まちの資源（歴史的建造物、産業遺産）を活用する取り組み
・まち特有の文化、伝統を活用する取り組み
・まちの新たな魅力、可能性を探る取り組み
・街なかの居住を充実させるための取り組み
・まちづくり活動の普及とネットワークを構築する取り組み
・まちの環境・景観を向上する取り組み
・まちづくりを進める人材を育成する取り組み
・街なかの土地区画整理事業等の面整備を推進する取り組み

中心市街地活性化に関する様々
な課題に取り組まれている
NPO

(財)区画整理促
進機構
街なか再生全国
支援センター

日立環境財団 環境NPO助成
「環境と経済との調和」および「環境と科学技術との調和」に資
する活動

環境NPO 日立環境財団

トヨタ財団 市民活動助成

「市民としての自治」の形成に役立ち、地域や社会の変革につな
がる波及性の高い計画や試みが助成。対象となる内容は、事業の
開発・立案、調査・研究、会議、集会、交流、印刷物の作成、出
版。具体的な活動テーマとしては、環境と開発、障害者や高齢者
の自立、地域づくり、外国人や社会的弱者への支援、市民活動全
般の推進等であるが、これに限定されるものではない

市民活動団体。法人格等の制限
なし。ただし、団体の活動実績
が2年を超えることが原則

(財)トヨタ財団
市民活動助成係

下中記念財団
下中科学研究
助成金

学校の先生方の教育のための真摯な研究を助成。専門分野のう
ち、環境教育

全国小、中、高校の教員（教育
センター、盲・聾・養護学校等
を含む）を対象とし、研究は個
人であると共同であるとを問な
い

(財)下中記念財
団事務局

WWF Japan

WWF・日興
グリーンイン
ベスターズ
基金事業

自然環境の保全と持続可能な社会への貢献を目的とした活動な
ど。それぞれの活動は、具体的な成果が得られる可能性のあるも
の。また将来、社会経済と自然環境の共生を目標とした活動が望
ましい。私的営利、政治的、宗教的宣伝を目的としたものは対象
外
テーマ
①「ライフスタイルの見直し」
②「環境教育の普及啓発」
③「自然・環境保全」

日本国内で自然・環境保全活動
を行っている団体・個人等。
ＷＷＦ会員が活動に参加してい
ることが望ましい

(財)世界自然保
護基金ジャパン

環境保全プロ
ジェクト
への資金助成

・原則として、「自然保護」「環境教育」「リサイクル」等の分
野で、国内での「フィールドワーク（実践的活動）」があるプロ
ジェクト
・原則として2003年11月以降に実施されるプロジェクト
・助成申請金額が、プロジェクト総事業費の２分の１以下である
こと
・継続性をもつプロジェクトであること
・プロジェクトの成果が特定の団体や個人の利益に資するもので
ないこと

・任意団体もしくはNPO法人
として、環境保全活動の実績が
２年以上あるCSO（Civil
Society Organization:市民社
会組織 NPOと同義）
・助成対象プロジェクトの実施
状況および予算・決算などの財
政状況について、適正に報告い
ただけるCSO

NPO法人設立
への資金助成

助成後1年以内に設立認証申請を行うことが原則
環境分野でNPO法人の設立を
計画している団体、個人

注1）(財)助成財団センター（http://www.jfc.or.jp/）のデータベース及び各機関のホームページから編纂
注2）上記の補助事業は、申請対象であり、全ての団体、事業が認定されるものではありません。

損保ジャパン環
境財団

損保ジャパン環
境財団

問い合わせ先機 関 制度名等 概 要 対象者




